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電力・ガス取引監視等委員会 第４０回制度設計専門会合 議事概要 

 

 

１．日時：２０１９年7月３１日（水）１5：００～１5：３5（ガスのみ） 

 

２．場所：経済産業省本館１７階第国際会議室 

 

３．出席者（委員） 

稲垣座長、林委員、圓尾委員、安藤委員、岩船委員、大橋委員、草薙委員、 

新川委員、武田委員、辰巳委員、松村委員、山内委員 

（オブザーバー・ガス） 

大浦 夏樹   JXTGエネルギー株式会社 ガス事業部 部長 

佐藤 美智夫  東京電力エナジーパートナー株式会社 常務取締役 

沢田 聡    一般社団法人 日本ガス協会 専務理事 

棚沢 聡    東京ガス株式会社 執行役員 原料部長 

内藤 理    一般社団法人 全国ＬＰガス協会 専務理事 

松井  毅    大阪ガス株式会社 代表取締役 副社長執行役員 

籔内 雅幸   一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 専務理事 

下堀 友数   資源エネルギー庁 ガス市場整備室長 

 

４．議題（ガスのみ） 

・ガスの卸取引に関する競争の促進について 

 

５．意見等 

 ⑴ 中途解約補償料を伴う長期契約について 

 事務局から 

⚫  高額な中途解約補償料を伴う長期契約について、競争政策上問題となりうる。また、卸元事

業者がLNG調達に伴うリスクの全てないし大部分を卸受事業者に転嫁することは、市場支配

的地位の乱用に該当する可能性がある。 

 

⚫  現在締結している卸契約の実態調査によると、調査対象62事業者のうち、契約期間10年以

上が29事業者、「適切な契約期間」とされる5年未満が45事業者であった。また、中途解約補

償料が設定され契約書に明記されている卸契約を締結している事業者は36社あった。 

 このうち、中途解約補償料の水準が残期間契約金額の50％以上と回答した事業者が8社あっ

た。 

 

⚫  都市ガスの卸契約期間を最低限の期間とすることが望ましく、中途解約補償料については、

客観的な裏付けのある実損予測など、合理的な根拠に基づいて設定することが適当とした。 
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 委員等から 

⚫  長期と中期など複数契約の組合せで、より低廉な調達と柔軟性が両立できる可能性もある

ため、「最低限の契約期間」とするのが適切かは疑問が残る。 

 

⚫  高額な違約金が発生するような契約期間が問題である。たとえば、10年契約でも、5年目以

降は違約金を取らないのであれば問題がない。 

 

⚫  競争政策の観点では、違約金がなくとも長期契約には問題がある。ＥＵでは５年が目安と

なっている。 

 

 ⑵ 需要家情報の取り扱いについて 

⚫  卸元事業者に対し、需要先で小売事業者にガスを受け渡す「ワンタッチ供給」を行うケース

や、卸受事業者と共同で新規需要開拓を行うケースなど、合理的な理由がある場合を除き、卸

受事業者に需要家情報を求めないよう要請する。また、卸元事業者内で必要な範囲を超えて

情報が共有されないよう、適切な管理体制の構築を求める。 

 

以上 
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電力・ガス取引監視等委員会 第４１回制度設計専門会合 議事概要 

 

 

１．日時：２０１９年９月１３日（金）１5：００～１5：３5（ガスのみ） 

 

２．場所：経済産業省本館１７階第国際会議室 

 

３．出席者（委員） 

稲垣座長、圓尾委員、安藤委員、岩船委員、大橋委員、草薙委員、新川委員、 

武田委員、松村委員、山内委員 

（オブザーバー・ガス） 

大浦 夏樹   JXTGエネルギー株式会社 ガス事業部 部長 

佐藤 美智夫  東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

沢田 聡    一般社団法人 日本ガス協会 専務理事 

村田 光司   一般社団法人 全国ＬＰガス協会 専務理事 

笹山 晋一   東京ガス株式会社 常務執行役員 

籔内 雅幸   一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 専務理事 

下堀 友数   資源エネルギー庁 ガス市場整備室長 

 

４．議題（ガスのみ） 

・ガス導管事業者の法的分離に伴う行為規制の検討について 

 

５．意見等 

 事務局から 

⚫  行為規制のスケジュールでは、2022年4月1日が改正ガス事業法の施行日となっており、

本日から2020年3月迄議論を進めてまとめていく。その後、省令等を制定し各事業者におい

て準備を進めて頂き2022年4月に施行となる。 

⚫  ガス導管規制に係る行為規制の主な論点は、①兼職に関する規律 ②業務の受委託等に

関する規律 ③グループ内の利益移転等（通常の取引条件）に関する規律 ④社名・商標・

広告宣伝等に関する規律 ⑤情報の適正な管理のための体制整備 ⑥その他の適正な競争

関係確保に必要な措置とされている。 

⚫  ガス導管部門に係る法的分離及び行為規制導入の趣旨は、ネットワーク事業の一層の中

立性の確保による、事業者間の適正な競争関係の確保であり、送配電部門に係る法的分離及

び行為規制導入の趣旨と同じ。しかし、保安責任の存在、多数の中小事業者の存在、新規参

入者の存在しないエリアが多い等、ガス事業特有の事情があることからこれらを踏まえた

議論が必要となる。 

⚫  広告・宣伝等はグループ内の小売・製造事業者の事業活動を有利にすることも考えられ、

ガス供給事業者間の適正な競争関係を阻害すると考えられるため、禁止とすべきと考える。 

 社名については、特別一般導管事業者と特定関係事業者（グループ内の小売・製造事業者）
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が、同一視されるおそれのある社名は禁止とし、社名に「導管」「ネットワーク」等、が含

まれている場合は禁止すべき社名には該当しない。 

 商標についても社名と同様で、同一視されるおそれのある商標は禁止すべきとする。  

⚫  「通常の取引の条件と異なる条件であってガス供給事業者間の適正な競争関係を阻害す

るおそれのある条件」とは、グループ会社以外の会社と同種の取引を行う場合と同様の条件

かどうかを判断基準とすることが適当と考えられるがどうか。 

⚫  「特殊の関係のある者」の具体的な範囲は、グループ内の小売・製造事業者等の子会社等

及び関連会社と主要株主としている。 

⚫  法的分離の対象とならないガス導管事業者についても、不適正な利益移転等を防止する

ことは重要であり、託送収支計算書の正確な作成が重要であるところで、事業監査を通じ、

その正確性、適正性を確保していく。 

 

 委員等から 

⚫  事務局案に賛成するが、適切な会議を継続的に実施して、コスト算定の面で厳格な審査を

お願いしたい。 

⚫  新規参入者としては、事務局案は納得がいくものとなっている。ガス導管事業の分離後は、

グループ間取引のより高い透明性が求められると考える。 

 法的分離の対象外となるガス導管事業者の中には、公表されている託送料金水準では新

規参入が困難なエリアがある。このようなエリアに新規参入を促し、システム改革の一つで

ある需要家の選択肢拡大を果たすため、法的分離対象外のガス導管事業者に対し、個別査定

のようなものを導入し、託送収支が正確性・適正性を確保する必要性があると考える。  

⚫  一般ガス導管事業者の内、８割が従業員100名以下の事業者で、さらに30名未満の事業者

が80社程度ある。全ての一般ガス導管事業者に適用される行為規制については、事業者の

規模や供給区域への新規参入状況なども踏まえて検討していただきたい。  

 

以上 




